
５．観光立国の推進



インバウンド新時代に向けた戦略的取組（１）

○広域観光周遊ルートの形成・発信等による地方への誘客

○新たな季節需要の掘り起こし
これまで訪日旅行のピークであった夏シーズンのみならず、春の桜、秋の紅葉に加え、冬の雪のシーズンの魅

力を発信することにより、四季折々の魅力をPRし、年間を通して訪日需要を創出。

○未来を担う若い世代の訪日促進
2020年までに、海外からの教育旅行の年間旅行者数を2013年度（約4万人）比５割増を目標に、文部科学省と

の連携の下で「学校交流・体験促進プログラム」（仮称）として関係施策をパッケージ実施。

○欧米からの観光客の呼び込み
－日本の歴史・文化に高い関心を有しつつ十分に取り込めていない欧米からの訪日需要を確実に取り込むべく、
日本の歴史や伝統文化をテーマとしたプロモーションを実施し、体験型訪日ツアー商品を充実。

－日中韓三国を旅の共通の目的地として、欧米等を対象とした「ビジット・イースト・アジア・キャンペーン」
を三国が連携して実施し、東アジア観光周遊モデルルートの商品化等を推進。

新たな季節需要の掘り起こし 未来を担う若い世代の訪日促進（台湾の教育旅行例）

冬・雪のシーズンのプロモーションの
イメージ（白川郷）

欧米からの観光客の取り込み

欧米等の旅行会社及びメディアを招請し、日
本が誇る観光資源や日本の食文化体験を
通じて、日本の観光魅力を発信。

欧米向けの日本の文化体験等の発信（例）

＜茶道体験
(石川県金沢市)＞

自治体による取組事例(京都市)

<妙心寺における坐禅体験> <精進料理体験>
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（左軸：訪日した生徒数
右軸：訪日した学校数）

（人）2014年は、台湾の約5
割の高校が訪日教育

旅行を実施

概算要求

拡充 115億円の内数

骨太方針2015 2.1.(1) 2.3.(3)
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インバウンド新時代に向けた戦略的取組（２）

○現地における訪日プロモーション基盤の強化
JNTO海外事務所が中心となって、魅力あるモノ・サービス・食の提供に取り組む現地日系企業や政府関係機関等と

コンソーシアムを形成し、日本ブランド全体を売り込む等、川上（現地）から直接的で強力なプロモーションを展開。

○オールジャパン体制による連携の強化
日本の魅力を海外に力強くPRするため、和食、地酒、文化等について、ビジット・ジャパン、クールジャパン施策等

が一体となって発信し、｢本場｣で味わってみたい等、地方への関心を高めて、地方への具体的な誘客を促進。

○ビザ要件の戦略的緩和
－本年６月１５日からブラジル向けの数次ビザの発給を開始、モンゴル向けの数次ビザの発給を早期に実現。
－さらに、今後とも、治安への十分な配慮を前提としつつ、更なるビザ要件の緩和に取り組むこととし、フィリピン・
ベトナム等に対しては、相手国の協力を得ながら、昨年度新たに導入した制度の運用状況を見極めつつ取り組み。

○インバウンド・アウトバウンド双方向での交流促進
－中国、韓国その他主要国政府間での定期的な観光政策対話を精力的に進める等、観光分野における二国間関係の強化を
図り、インバウンド・アウトバウンド双方向での交流拡大(ツーウェイツーリズム)を推進。

－UNWTO,ASEAN+3等の多国間関係の枠組で主導的役割を果たし、加盟国・地域のインバウンド観光政策向上に貢献。

ビザ要件の戦略的緩和

フィリピンからの訪日旅行者数
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ベトナムからの訪日旅行者数

H25年10月～ H26年10月～
H26年3月 H27年3月

在外公館

現地における訪日プロモーション基盤の強化

在外公館等連携事例：
Visit Japan FIT旅行フェア

（タイ・バンコク）

政府関係機関等との連携イメージ

日系企業日系企業

日系企業

概算要求

拡充 115億円の内数

骨太方針2015 2.1.(1) 2.3.(3)
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○「訪日外国人による観光消費拡大・地域活性化」プログラム

－商店街等での免税手続カウンターの活用を促し、約6,600店(2015年4月)の地方の免税店数を、2020年に20,000店規
模へと増加させる。

－地方運輸局・地方経済産業局が連携して、免税手続カウンターを活用した「免税商店街」の実現に向けて、自治体、商
工会議所、商店街関係者に強く働きかけ。モデル商店街としてJNTOにより海外に強力にプロモーション。

－地域産品や日本ならではの商品・伝統工芸品に触れながら、買い物を楽しめるショッピングエリアを巡るコースを地方
ブロックごとに作り上げて、JNTOが海外に強力に発信。

－外国人旅行者が安心して円滑に地域の農林水産物・食品を購入し、持ち帰ることができる環境・体制を整備。

－地方運輸局が外国人に訴求する質の高いサービス・商品を選定して、日本を代表する｢地域ブランド｣マークを付与し、
JNTOが海外に強力に発信。

－日本の歴史・文化に関心の高い欧米等からの旅行者に訴求する質の高い日本文化体験プログラムを充実させ、体験プロ
グラムへの参加を促進するとともに、滞在期間の長期化を図る。

「訪日外国人による観光消費拡大・地域活性化」プログラム消費税免税店の拡大とその波及効果

訪日外国人増加を受け、
高級腕時計の国内生産を
6割増強。主力の山形工
場で10万円以上の商品
の生産ラインを増強。
(2015年2月24日日本経済新聞)

訪日中国人に南部鉄器
が人気。鋳造所は｢多く
の注文が舞い込んで、
生産がとても追いつか
ない｣と嬉しい悲鳴。
(2015年2月23日SankeiBiz)

＜事例１＞南部鉄器（岩手県）

＜事例２＞カシオ（山形県）

＜消費税免税店数の推移＞

（店数）

2012 2013   2014.4 2014.10  2015.4

2014.10からの半年間
で地方部の免税店が
3736店増加
（2818店→6554店）

金沢駅 兼六園 竪町商店街 近江町市場

買い物を楽しめるショッピングエリアを巡るコースのイメージ（金沢市）

大樋焼販売店 ひがし茶屋街 金沢駅･金沢百番街

岡山市表町商店街・ロマンチック通り商店街

ブランドマークイメージ免税手続カウンター(例)

観光旅行消費の一層の拡大、幅広い産業の観光関連産業としての
取り込み、観光産業の強化（１） 骨太方針2015 2.1.(1) 2.3.(3)

日本再興戦略改訂2015 2.2.テーマ4-②
観光立国実現に向けたアクション・プログラム2015 2.
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概算要求 税制要望

拡充 115億円の内数 消費税免税制度の拡充

http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/4/4a/Estacion_Kanazawa_Japon.jpg
http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/4/4a/Estacion_Kanazawa_Japon.jpg


観光旅行消費の一層の拡大、幅広い産業の観光関連産業としての取り込み、
観光産業の強化（２）

○観光産業の活性化・生産性向上に向けた人材育成等（概算要求：拡充 0.3億円）

－旅館の経営効率化・収益拡大を図るべく、産学官連携による教育プログラムを構築。

－専門学校、大学、大学院等と連携し、教育プログラムの改善・向上を図り、観光産業全体の質を向上・人材を高度化。

－観光施設、宿泊施設、飲食店等における外国人旅行者への接遇向上を図るため、e-learningや検定制度を盛り込んだ研
修プログラムを構築し、宗教・生活習慣への配慮や基本的なコミュニケーションの習得が出来るよう支援。

○観光分野における外国人材の活用

－ホテル・旅館等の業務の中でも、専門的な知識を要する業務に従事していることなど、一定の要件を満たす場合には、
外国人の在留が認められることを明確化。

－日本で本格的にスキーを楽しむ外国人旅行者の増加を踏まえて、外国人スキーインストラクターの在留要件について、
実務経験年数要件に替わる要件の検討を進め、本年度中に結論。

観光分野における外国人材の活用(スキーインストラクター)

岩手県八幡平市のスノーリゾート

観光産業の活性化・生産性向上に向けた人材育成等

旅館経営者向けのe-learning（例）

｢訪日外国人による観光消費拡大・地域活性化｣プログラム、観光産業の強化等の施策を強力に実行し、
2000万人が訪れる年に｢外国人観光客による旅行消費額４兆円｣｢40万人の新たな雇用｣の創出を目指す。

オーストラリア 459 5.9 30.2 22.7

韓国 4,867 7.1 7.6 8.0

台湾 3,399 5.0 22.8 8.7

中国 5,614 2.9 17.6 5.2
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回答数

＜次回の訪日旅行でしたいことは？＞

［出典：観光庁 平成26年訪日外国人消費動向調査］

単位：％※スポーツのみ抜粋

宿泊業における生産性を向上させ、
旅館の経営改善に向けての意識啓
発を図るべく、観光庁においてオンラ
イン講座を開講。
約3,220名が登録
（平成27年7月31日現在）。
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下記参照



地方創生に資する観光地域づくり、国内観光の振興（１）

○広域観光周遊ルートの形成・発信（概算要求：拡充 5.5億円）
外国人旅行者の地方への誘客を図るため、複数の広域観光周遊ルートを認定し、関係省庁の施策を集中投入するととも

に、地域が推進する取組をパッケージで支援し、海外に強力に発信。

○「観光地経営」の視点から観光地域づくりを担う主体（日本版ＤＭＯ）の形成・支援（概算要求：拡充 4.4億円の内
数）
全国各地のモデル地域で、観光地域づくりの中心となる組織・機能（日本版ＤＭＯ）を確立し、関係者の合意形成や

マーケティングに基づく戦略策定、事業マネジメント等による｢観光地経営｣等を支援し、地域の関係者が一体となって観
光資源を磨き上げる取組を推進。日本版ＤＭＯの取組を先導するための人材育成を支援。人材マッチングの仕組を創出。

○観光振興による被災地の復興支援
東北「観光復興」加速化会議の開催や、周遊促進企画などによる被災地への送客の強力な推進、「復興ツーリズム」の

推進、教育旅行の促進等により、観光振興による被災地の復興支援を精力的に促進。

○地域の観光振興の促進
地域限定旅行業を営む際に必要な要件を見直し、地域限定旅行業を「地域の旅のコンシェルジュ」へと活性化。

広域観光周遊ルート（支援メニュー例） 日本版ＤＭＯの確立

ＤＭＯ宿泊施設

交通事業者

商工業

飲食店
農林漁業

・個別施設の改善

・農業体験プログラムの提供
・６次産業化による商品開発

・ふるさと名物の開発
・免税店許可の取得

・二次交通の確保
・周遊企画乗車券の設定

・「地域の食」の提供
・多言語、ムスリム対応

・観光ビジョン（長期計画）の策定
・プロモーション等の観光振興事業

・インフラ整備（道路、空港、港湾etc）
・まちづくり（都市行政）
・文化財保護・活用
・エコツーリズム
・観光教育
・交通政策
・各種支援措置

行政

ルート共通の取組

• マーケティング調査
• 計画策定のための専門家の招へい
• 広域で利用できる無料Wi-Fi環境の整備

関係者との連携イメージ

• 海外プロモーションの実施
• 広域周遊ツアーの企画・販売
• その他広域の地域共通の取組 等

認定ルート

本年６月１２日に、全国で７ルートを認定

日本版ＤＭＯの役割

①関係者の合意形成
②マーケティングに基づく戦略策定
③関係者が実施する観光関連事業

と戦略に関するマネジメント

④観光地域づくりの一主体として実施する個別事業
・観光資源の磨き上げ ・外国人受入環境整備
・プロモーション ・ワンストップ窓口 ・人材育成

①

②

③

⑤

⑥

⑦

④

①「アジアの宝悠久の自然美への道ひがし北・海・道」
（「プライムロードひがし北・海・道」推進協議会）

②「日本の奥の院・東北探訪ルート」
（東北観光推進機構）

③「昇龍道」
（中部（東海・北陸・信州）広域観光推進協議会）

④「美の伝説」
（関西広域連合、関西経済連合会、関西地域振興財団）

⑤「せとうち・海の道」
（瀬戸内ブランド推進連合、瀬戸内観光ルート誘客促進協議会）

⑥「スピリチュアルな島～四国遍路～」
（四国ツーリズム創造機構）

⑦「温泉アイランド九州 広域観光周遊ルート」
（九州観光推進機構）

骨太方針2015 2.1.(1) 2.3.(3)
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観光立国実現に向けたアクション・
プログラム2015 3.
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概算要求

下記参照



地方創生に資する観光地域づくり、国内観光の振興（２）

観光地域に実際に足を運ぶための交通手段につき、低廉かつ良質なサービスを利用しやすい環境の整備を進める。
○「道の駅」を核とした地域における観光振興
「道の駅」を地域の観光振興の核とし、優れた取組を行う「道の駅」を選定して、施策の総動員により観光拠点化。

○「LCC等・高速バス支援・国内旅行活性化」プログラム（概算要求：拡充 115億円の内数）
－国土交通省・観光庁、航空会社・高速バス事業者、その他関係事業者等により、｢LCC等・高速バス活性化協議会｣(仮
称)を設置し、具体的な協働・連携のためのプラットフォームを構築。

－LCC・高速バスにつき、低廉かつ安全・快適な｢旅の賢い選択肢｣としてブランド化が進むよう、イメージプロモーショ
ンを実施。

－各地の空港において、高速バスの活用などにより、空港から目的地までの低廉で利便性の高い空港アクセスを確保した
上で、LCCと空港アクセスをセットにしたプロモーションの実施。

－高速バスによる広域周遊の拠点づくりとして、地域の観光拠点となる「道の駅」との連携を推進。

○日本の魅力を活かした船旅の活性化
－国土交通省・観光庁、旅客事業者、観光関係者等による「船旅活性化協議会」（仮称）を立ち上げて、カジュアルクラ
スのクルーズサービスをはじめ、様々な船旅の選択肢をわかりやすく提示し、キャンペーン等を通じて利用促進。

－日本とASEAN諸国をつなぐ新たなクルーズルートに関する情報発信・プロモーションを行う。

○レンタカーによるドライブ観光の推進
高速道路会社が、国、自治体、レンタカー事業者等と連携して、地方の高速道路において、定額で何回でも利用できる

外国人旅行者向け周遊ドライブパスなどの企画割引を展開。

成田空港・第３ターミナル内観
（ＬＣＣ専用ターミナル）
<写真提供：ＮＡＡ>

LCCの活性化

成田空港・第３ターミナル外観
（ＬＣＣ専用ターミナル）
<写真提供：ＮＡＡ>

船旅の活性化

骨太方針2015 2.1.(1) 2.3.(3)

日本再興戦略改訂2015 2.2.テーマ4-②
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「道の駅」を核とした地域における観光振興
Wi-Fi設置,観光情報多言語化

・無線LAN環境の整備を推進し、道路情
報や観光情報等も発信

・HPやガイドマップにおける、道路情報等
の多言語での提供を推進

 

全国の「道の駅」のうち、69箇所が
JNTO認定外国人観光案内所に。
（平成27年3月時点）

船から見た
世界遺産富士山

（飛鳥Ⅱ）

宇宙船をイメージした
船から見る東京の風景

（東京都観光汽船㈱）5-6

概算要求

下記参照



先手を打っての「攻め」の受入環境整備（１）

○空港ゲートウェイ機能の強化
－首都圏空港の機能強化については、羽田空港の飛行経路の見直しについて住民との双方向の対話を行い、環境影響に配
慮した方策を策定する等、2020年までの年間発着枠約８万回の拡大に最優先に取り組む。

－2020年以降の首都圏空港の機能強化については、成田空港における抜本的な容量拡大などの諸課題についての関係自治
体等との議論を深める等の取り組みを推進。

－那覇空港及び福岡空港の滑走路増設事業を推進する等、地域の拠点空港等の機能強化を推進。

－全国の空港への就航を促進するとともに、関係省庁の協力を得て、できるだけ速やかに全国の受入体制を強化。

○出入国手続の迅速化・円滑化
以下の取組等により、2016年度までに空港での入国審査に要する最長待ち時間を20分以下に短縮。

－地方空港・港湾における出入国審査の状況も十分考慮して、外国人審査ブースの増設やCIQに係る予算・定員の充実を
図り、必要な物的・人的体制を整備。

－外国人旅行者が急増している空港・港湾について、緊急的にCIQに係る所要の体制を整備。

－地方空港への国際チャーター便の就航や国際クルーズ船の寄港、一時的に発生する季節的需要等に対応するため、緊急
的な体制整備を含め、CIQの「機動的体制」を構築。

－出入国審査スペース、チェックインカウンター、保安検査レーン増設・拡張等、空港・港湾のターミナルを整備。

出入国手続の迅速化・円滑化

338

177

476

373

653

0

100

200

300

400

500

600

700

2010 2011        2012         2013        2014

（回数） 外国クルーズ船寄港推移

2016年度までに空港での入国審査に要する最長待ち時間を20分以下に短縮。

※入国審査場の状況（例）

その他地方空港利用状況の内訳

・福岡空港…… 88.4人
・新千歳空港… 66.2万人
・那覇空港…… 65.3万人 など

計295.7万人

港湾 64万人

(5%) その他地方空港

295.7万人

(21%)

中部空港

69.9万人

(5%)関西空港

317万人

(22%)

羽田空港

175.2万人(12%)

成田空港

493.2万人

(35%)

※法務省統計の毎月の港別外国人者数からの推計値

合計:1415万人

平成26年（2014年）入国外国人の空港・港湾利用内訳
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概算要求

新規 ４億円の内数



先手を打っての「攻め」の受入環境整備（２）

○宿泊施設の供給確保
受入能力に比較的余裕のある「旅館」と「地方部」への誘客を一層強化するほか、外国人に人気のあるゲストハウス等

の多様な宿泊施設の活用を図る。また、インターネットを通じた民泊サービスについては、新たなビジネス形態であるこ
とから、まずは、関係省庁において実態の把握等検討を実施。

○貸切バスの供給確保
増加する貸切バス需要に柔軟に対応するため、貸切バスの営業区域について、地方ブロック単位及び営業所所在の隣接

県まで拡大する弾力化措置を本年9月末まで実施、10月以降の延長を含む対応方針を検討。

○通訳案内士制度の見直しによる有償通訳ガイドの供給拡大等
地域における多様な通訳ガイドのニーズに応えるため、自治体が独自に育成する「地域ガイド制度」を導入するととも

に、全国ガイドについて、資格取得後の研修により品質を確保。

○「地方ブロック別連絡会」を最大限活用した受入環境整備
「地方ブロック別連絡会」を最大限活用し、地域における受入環境整備に係る課題・現状と対応策の中間とりまとめを

今夏目途で行い、必要な措置を実施。

貸切バスの供給確保

① 対象事業者

日本バス協会が実施する貸切バス事業者安全性評価認定（日バス
Safety）を受けた事業者で、法令遵守の点で問題のない事業者

② 営業区域

(ｲ) 営業所が所在する区域を管轄する運
輸局の管轄区域（地方ブロック）を
臨時営業区域とする。

(ﾛ) (ｲ)の他に営業所が所在する県に隣
接する県を、運輸局の管轄区域に関わ
らず臨時営業区域とすることができる。

弾力的措置の内容

英語

66.9%

中国語

12.4%

韓国語

5.4%

その他

15.3%

通訳案内士制度の見直し
大都市部への偏在 ガイドニーズの多様化言語的偏在

地域ガイド地方公共団体が独自に
企画・実施する「研修」

有償での通訳案内が
実施可能に

研修修了
登録

見直しの方向性

(これまでの取り組み)

 世界遺産
（高野山・熊野）（和歌山）

 ロケ地観光（札幌）

 自然体験型観光（益田）

※ 現行は一部地域での特例措置

骨太方針2015 2.1.(1) 2.3.(3)

日本再興戦略改訂2015 2.2.テーマ4-②
観光立国実現に向けたアクション・プログラム2015 4.

5-8

概算要求

新規 ４億円の内数

地方部
25%

都市部
75%



先手を打っての「攻め」の受入環境整備（３）

0

200

400

600

800

1000

1200

平成24年3月末 平成27年4月時点

平成２４年３月末から比
較すると、３３倍に飛躍
的に増加。

約3,000

約100,000
ＮＴＴグループの無料公衆無線ＬＡＮスポット数

＜事例１＞NTTグループ

＜事例２＞京浜急行電鉄

○昨年3月より、京急線の
全駅・全車両で展開中。

○電車走行中でも利用可能に。

○鳥取県における地域の固有名詞について、多言
語音声翻訳アプリ「VoiceTra 4U」に追加。

観光案内所での活用イメージ

○鳥取県内の外国人観光案内所にて試験導入。

多言語対応の強化 無料公衆無線LAN環境の整備

シンボルマーク

駅名の日本語の読み方に英語で意味を追加
（名古屋市交通局地下鉄名城線市役所駅）

多言語音声翻訳アプリを活用した多言語対応(例)

多言語表記の改善例
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観光ガイドマップと道路案内標識の英語
表記を一致

【道路案内標識】 【案内ガイドマップ】

英語表記を一致

5-9

○多言語対応の強化
多言語対応ガイドライン（2014年3月）に基づき、多言語対応の統一性・連続性の確保に向けて取り組み。

－主要空港において、デジタルサイネージ等の活用により、二次交通の情報を一覧性を持って表示。

－道路案内標識について、①鉄道駅、バスターミナル等において、他の機関の案内看板と連携した案内標識の設置、②歩
道に設置された道路案内標識を中心に英語表記の改善･充実、③ガイドブックやパンフレット等と連携した道案内の推
進。

－多言語音声翻訳技術の翻訳精度の向上やICTを活用した多言語による情報提供等を進める。

－2020年オリパラ東京大会の開催も見据え、外国人運転者にも分かりやすい道路標識のあり方について検討。
○無料公衆無線LAN環境の整備促進

－「無料公衆無線LAN整備促進協議会」を活用し、①事業者の垣根を越えた認証手続の簡素化により、全国20万規模のス
ポットに一度の登録でサインインできる仕組みを構築、②共通シンボルマーク『Japan. Free Wi-Fi』を普及・活用。

－無線LAN向けの周波数幅を広げるための取組を進めるとともに、文化財、博物館などの公共施設等における無料公衆無
線LANについて、2020年までに重点的に整備すべき約29,000か所の整備を促進。

－SIMカードやモバイルWi-Fiルーターについて、外国人が持参する海外端末を円滑に利用できる通信環境を実現。

概算要求

新規 ４億円の内数



先手を打っての「攻め」の受入環境整備（４）
○交通系ＩＣカードの普及・利便性拡大
｢交通系ＩＣカードの普及・利便性拡大に向けた検討会｣のとりまとめ（H27.7.15）を踏まえ、交通系ICカードのさらな

る利便性向上に取り組み、2020年までに、相互利用可能な交通系ＩＣカードの全都道府県における導入環境を整備。

○手ぶら観光の推進
外国人旅行者の手荷物や買物品を一時預りし、空港・駅・ホテル等へ配送することで、旅行者が手ぶらで観光できる

「手ぶら観光」を促進するとともに、商店街等における免税手続と配送手続を一括して行うなど、サービスを高度化。

○「クルーズ１００万人時代」実現のための受入環境の改善

－港湾周辺で行われる数年後のイベントの予定など、寄港スケジュールの立案に必要な情報を、外国クルーズ船社等に
ウェブサイトを通じて英語及び日本語で積極的に発信。

－既存施設を有効に活用しつつ、クルーズ船の寄港増や大型化に対応するため、物流ターミナル等におけるクルーズ船の
受入環境の改善を推進。

－地域産品販売を拡大すべく、地方整備局が港湾管理者と連携してクルーズ埠頭での臨時免税店届出制度の活用を促進。

○ＳＮＳ等を活用した外国人旅行者の要望・不満の調査
｢無料公衆無線LANがつながりにくい｣、｢案内表示がわかりにくい｣など、外国人旅行者の要望・不満について、SNSを

活用した口コミやアンケート等を通じて、定期的に調査・公表し、具体的な解決策を検討する体制を整備。

○災害、不慮の怪我・病気への対応
外国人旅行者が自然災害や事故、怪我・病気に巻き込まれる危険に対応して、情報提供アプリにおける気象情報拡充や

外国人旅行者受入病院の拡大等、外国人旅行者の安全・安心を確保するための取組を関係省庁が連携して早急に推進。

手ぶら観光の推進

岸壁や旅客船ターミナルにおける地元物産販売の例

外航クルーズ船の寄港時に埠頭へ免税店を

臨時出店する手続きを簡素化。

免税店届出制度の活用

寄港地を起点とした観光情報

を一元的に発信するウェブサイト
を充実。

積極的な情報発信

「クルーズ100万人時代」実現のための受入環境の改善
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愛媛県（独自カード導入）

い～カード
伊予鉄道

宮崎

沖縄

高知

愛媛
徳島

島根

鳥取

福井

青森

秋田

高知県（独自カード導入）

ですか
土佐電気鉄道

宮崎県（独自カード導入）

宮交バスカ
宮崎交通

沖縄県（独自カード導入）

OKICA
沖縄ICカード

相互利用可能な交通系ICカードに関する空白地域
（10県）をできるだけ早期に解消。

交通系ICカードの利便性拡大

：交通系ICカードが導入されていない県

：相互利用可能な交通系ICカードは導入されていない
が、地域独自の交通系ICカードが導入されている県

「手ぶら観光」サービス拠点
を分かりやすく明示するた
めの共通ロゴマークを普
及。
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概算要求

新規 ４億円の内数



外国人ビジネス客等の積極的な取り込み、質の高い観光交流

○外国人ビジネス客の取り込み強化
－2015年度に、まず、成田空港・関西国際空港の入国審査場において、ファーストレーンの運用を開始するとともに、
両空港における運用状況を踏まえつつ、他の主要空港における早期導入を検討。

－出入国管理上のリスクが低く、頻繁に我が国に入国する外国人を｢信頼できる渡航者｣(トラスティド・トラベラー)とし
て特定し、自動化ゲートの対象とする制度の2016年中の運用開始に向けて、所要の準備。

○MICEに関する取組の抜本的強化（概算要求：拡充 115億円の内数）
－重点分野における国際会議誘致のキーパーソンを「MICE誘致アンバサダー」（仮称）に認定し、会議の開催場所を
実質的に決定する権限を有する者への直接的な働きかけ等により、国際会議を強力に誘致。

－2015年70万人を目標とし、中国、韓国、米国、タイ、台湾、インドネシア、マレーシアを重点市場としてインセン
ティブ旅行の誘致を集中的に実施。

○富裕層の取り込みと外国人長期滞在制度の利用促進（概算要求：拡充 115億円の内数）
2015年度中に開始する外国人長期滞在制度の富裕層の利用促進を図るべく、情報発信・説明会等を実施。

○質の高い観光交流（概算要求：拡充 115億円の内数）
－我が国の歴史・文化・芸術を深く理解し、体験を通じて日本や日本人の本質に触れられるような観光交流機会を創出。
－文化財の価値・魅力を外国人に伝えるため、ICTの活用を含め、英語での分かり易い解説表示のあり方等を検討すると
ともに、文化財の英語での情報発信に対して支援。

MICEに関する取組強化

○国土交通大臣、観光庁長官等の招請
状を発出し、日本初開催が決定。（京
都が誘致成功）

事例：第２５回 世界博物館大会

文化財等の英語での解説（例）ファーストレーンの設置（例）

ロンドン・
ヒースロー空港

香港国際空港

○2019年9月に、
約120カ国、参加
予定者数2,500名
で開催予定。

熊野本宮大社
「熊野権現垂迹縁起」、『長寛勘文』所収によれば、熊野の神は中国か
ら渡来し、九州→四国→淡路島→紀伊切部山→新宮神倉とめぐり、最後
に本宮大斎原に天降ったとある。熊野の神が史書に初めて登場するのは
奈良時代末で、社殿に関する記述が見えるのは11世紀のことである。そ
の後、幾度か造修が行われているが、基本的な社殿配置の変更はなかっ
たようである。しかし、明暦7年の火災後の造修では、夫須美神と速玉神
を祀る相殿と証誠殿を区切る廻廊・理門が取り払われ、仏堂や護摩堂・
三重塔といった仏教関係の堂塔が再建されていないなど、それまでと異
なる姿となっている。

Kumano Hongu Taisha

Kumano Hongu Taisha has gone through many changes over the 

centuries due to natural and human influences, including fires, floods, 

and political and social developments. The pavilions have 

subsequently gone through periodic rebuilding, but its architectural 

style has remained consistent for over 800 years. 
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概算要求

下記参照



「リオデジャネイロ大会後」、「2020年オリンピック・パラリンピック」及び「その後」
を見据えた観光振興の加速

○全国各地での文化プログラムの開催、オリパラ開催効果の地方への波及
2016年リオデジャネイロ大会終了後から、全国各地で開催される文化プログラムの機会を活用し、世界に誇るべき文

化財や季節感一杯の祭り・花火、地域の伝統芸能、食を含む日本文化等の魅力を発信し、地方への誘客に繋げる。

○オリンピック・パラリンピック開催をフルに活用した訪日プロモーション
2016年リオデジャネイロ大会や2018年平昌大会など、大規模スポーツ国際競技大会の機会や、海外でも著名な日本人

メダリスト・アスリートの活用など、オリンピック・パラリンピックに関連付けた訪日プロモーションを実施。

○オリンピック・パラリンピック開催を契機としたバリアフリー化の加速
誰もが安心して旅行を楽しむことができるユニバーサルツーリズムに対応した環境整備、個々の箇所（点）にとどまら

ず、連続的・面的に捉えたバリアフリー対応（ハード面）の徹底、バリアフリーに関する教育などによる「心のバリアフ
リー」（ソフト面）を推進。

全国各地での文化プログラムの開催

＜2012年ロンドン大会における文化プログラムの事例＞
・2008年から、ロンドンのみならず英国全地域で文化プログラム実施。

HATWALK：
ロンドン市内彫像２１
体に前衛的な帽子を
被せるイベント

ワールド・シェイクスピア・フェスティ
バル（バーミンガムなど各地）

グラスゴー郊外のスター
リング城前で開催され
た交響楽団の野外コ
ンサート

(ロンドン以外の地域が約６割を占める)

2020年を重要な通過点として、その先には外国人旅行者3000万人が訪れるような、世界に誇る魅力あ
ふれる国づくりを目指す。3000万人を超える外国人旅行者を日常的に迎え、もてなす国の姿・社会のあ
り方につき、今から議論を深め、態勢を整えて行くことが必要。

オリパラ開催を契機としたバリアフリー化の加速

ハード面の整備の例 ソフト面の整備の例
ユニバーサルツーリズムに
対応した環境整備の例

バリアフリーツアーセンター
（BFTC）の拠点拡充・
対応能力の向上

主要ターミナルにおける複
数ルートのバリアフリー化や
地方の主要な観光地の
バリアフリー化

公共交通事業者の職員
教育を通じた接遇向上
等、心のバリアフリー推進

バリアフリーツアーセンター 駅と駅広場の連続的整備 心のバリアフリー

骨太方針2015 2.1.(1) 2.3.(3)

日本再興戦略改訂2015 2.2.テーマ4-②
観光立国実現に向けたアクション・プログラム2015 6.

5-12

概算要求

115億円の内数

https://www.google.co.jp/url?q=http://media.visitbritain.com/Story-Ideas/The-biggest-ever-festival-of-Shakespeare-9397.aspx&sa=U&ei=vS9FU4LAEoqIkwWN84GYDw&ved=0CEAQ9QEwCQ&usg=AFQjCNGpxj1yriGDxK6mlbsyvE2PtRzs4Q
https://www.google.co.jp/url?q=http://media.visitbritain.com/Story-Ideas/The-biggest-ever-festival-of-Shakespeare-9397.aspx&sa=U&ei=vS9FU4LAEoqIkwWN84GYDw&ved=0CEAQ9QEwCQ&usg=AFQjCNGpxj1yriGDxK6mlbsyvE2PtRzs4Q

